
Ⅷ　廃止・休止（再開）・指定更新等の提出書類

　指定更新申請に関する書類一覧（その１）

2 付表 ○・１ ○・５ ○・６ ○・２
○・３
※２

○・４

3 定款または寄付行為

4 登記簿謄本または登記事項証明 △ △ △ △ △ △

5 事業所等の平面図 参考様式1 △ △ △ △ △ △

6 建物の構造概要 △※３ △※３ △※３

7 設備・備品等一覧表 参考様式2 △ △ △ △ △ △

8 管理者経歴書 参考様式3 △ △ △ △ △ △

9 サービス提供責任者経歴書 参考様式3 △ △

10 サービス管理責任者経歴書 参考様式3 △ △ △

11
実務経験証明書
（8, 9,10に該当する者で実務経験の
要件を必要とする場合）

参考様式4,5 △※７ △ △ △ △ △

12

研修修了証の写し
（9,10に該当する者で研修の修了が
必要な場合）※更新した場合は有効
期間内にあるもの

△※７ △ △ △ △

13

資格証の写し
（8, 9,10に該当する者で資格取得が
必要な場合及び看護師等の資格職
の場合）

△ △ △ △ △ △

14 運営規程 △ △ △ △ △ △

15
利用者（入所者）またはその家族から
の苦情を解決するために講ずる措置
の概要

参考様式6 △ △ △ △ △ △

16
従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表

別紙2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 協力医療機関との契約内容 △ △ △ △

18
指定障害福祉サービスの主たる対象
者を特定する理由等
※障害種別を特定する場合

参考様式7 △ △ △ △ △ △

19
障害者総合支援法第36条第3項各号
の規定に該当しない旨の誓約書

参考様式8 ○ ○ ○ ○ ○ ○

20
児童福祉法第21条の5の15第3項各
号の規定に該当しない旨の誓約書

参考様式8-2

21 暴力団員排除等に係る誓約書 ○※４ ○※４ ○※４ ○※４ ○※４ ○※４

22 事業計画書 ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 収支予算書（更新日から1年間分） ○※５ ○※５ ○※５ ○※５ ○※５ ○※５

24 指定更新申請書　添付書類確認書 ○※６ ○※６ ○※６ ○※６ ○※６ ○※６

○・・・必須のもの、△・・・指定時及び変更届を提出した日以後に変更がない場合は省略可。

※１
※２
※３
※４
※５
※６
※７

○ ○

No.

居 宅 介 護
重度訪問介護
行 動 援 護
同 行 援 護

重度障害者
等包括支援

生 活 介 護提出書類　※１ 共同生活援助 療 養 介 護 短 期 入 所

1 指定申請書 様式第1号 ○ ○ ○ ○

参考様式については，これに代わる書類の提出でも可。
多機能型事業所の場合は、サービスごとの付表に加えて付表12が必要。
「社会福祉施設等の新設に係る建築基準法の取扱いについて」（建築指導課交付）の写しを提出。
法人役員全員及び管理者の記名が必要。
指定更新時期により、更新日から1年分の収支予算を提出することが難しい場合、事前にご相談ください。
△の書類提出を省略する場合に必ず提出。
H30.3.31以前に指定を受けた同行援護事業所が、Ｈ30.4.1以降に初めて指定更新の申請を行う場合については、経過措置終了に伴い、
下記の書類を提出してください。
　・同行援護のサービス提供責任者に係る「同行援護従業者養成研修修了証（応用課程）」の写し
　・同行援護従業者の「同行援護従業者養成研修修了証（一般課程以上）の写し」又は「実務経験証明書（視覚障害者等の福祉に関する
　 事業に1年以上従事したことがわかるもの）」
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Ⅷ　廃止・休止（再開）・指定更新等の提出書類

　指定更新申請に関する書類一覧（その２）

2 付表
○・８
※２

○・９
※２

○・１０
※２

○・１１
※２

○・１４ ○・７

3 定款または寄付行為 △※７

4 登記簿謄本または登記事項証明 △ △ △ △ △ △

5 事業所等の平面図 参考様式1 △ △ △ △ △ △

6 建物の構造概要 △※３

7 設備・備品等一覧表 参考様式2 △ △ △ △ △ △

8 管理者経歴書 参考様式3 △ △ △ △ △ △

9 サービス提供責任者経歴書 参考様式3

10 サービス管理責任者経歴書 参考様式3 △ △ △ △ △ △

11
実務経験証明書
（8, 9,10に該当する者で実務経験の
要件を必要とする場合）

参考様式4,5 △ △ △ △ △ △

12

研修修了証の写し
（9,10に該当する者で研修の修了が
必要な場合）※更新した場合は有効
期間内にあるもの

△ △ △ △ △ △

13

資格証の写し
（8, 9,10に該当する者で資格取得が
必要な場合及び看護師等の資格職
の場合）

△ △ △ △ △ △

14 運営規程 △ △ △ △ △ △

15
利用者（入所者）またはその家族から
の苦情を解決するために講ずる措置
の概要

参考様式6 △ △ △ △ △ △

16
従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表

別紙2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 協力医療機関との契約内容 △ △ △ △ △ △

18
指定障害福祉サービスの主たる対象
者を特定する理由等
※障害種別を特定する場合

参考様式7 △ △ △ △ △ △

19
障害者総合支援法第36条第3項各号
の規定に該当しない旨の誓約書

参考様式8 ○ ○ ○ ○ ○ ○

20
児童福祉法第21条の5の15第3項各
号の規定に該当しない旨の誓約書

参考様式8-2

21 暴力団員排除等に係る誓約書 ○※４ ○※４ ○※４ ○※４ ○※４ ○※４

22 事業計画書 ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 収支予算書（更新日から1年間分） ○※５ ○※５ ○※５・８ ○※５・８ ○※５ ○※５

24 指定更新申請書　添付書類確認書 ○※６ ○※６ ○※６ ○※６ ○※６ ○※６

○・・・必須のもの、△・・・指定時及び変更届を提出した日以後に変更がない場合は省略可。

※１
※２
※３
※４
※５
※６
※７
※８

○

自 立 訓 練
（生活訓練）

自 立 訓 練
（機能訓練）

No. 提出書類　※１
就 労 継 続
支 援
Ａ 型 ・ Ｂ 型

施 設 入 所
支 援

就 労 定 着
支 援

1 指定申請書 様式第1号 ○

就 労 移 行
支 援

○ ○ ○ ○

参考様式については，これに代わる書類の提出でも可。
多機能型事業所の場合は、サービスごとの付表に加えて付表12が必要。
「社会福祉施設等の新設に係る建築基準法の取扱いについて」（建築指導課交付）の写しを提出。
法人役員全員及び管理者の記名が必要。
指定更新時期により、更新日から1年分の収支予算を提出することが難しい場合、事前にご相談ください。
△の書類提出を省略する場合に必ず提出。
就労継続支援Ａ型のみ。
「給付費に係る収支予算書」と「生産活動に係る収支予算書」の2種類に分けて作成。
また、「生産活動に係る収支予算書」については、「生産活動に係る収入」－「生産活動にかかる経費」－「工賃（または賃金）」＝0 となる
ようにする。
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Ⅷ　廃止・休止（再開）・指定更新等の提出書類

　指定更新申請に関する書類一覧（その３）

様式第1号 ○

様式第1-3号 ○ ○ ○ ○

2 付表 ○・１３
○・１又は２

※２
○・４
※２

○・７又は８
○・５
※２

3 定款または寄付行為

4 登記簿謄本または登記事項証明 △ △ △ △ △

5 事業所等の平面図 参考様式1 △ △ △ △ △

6 建物の構造概要 △※３

7 設備・備品等一覧表 参考様式2 △ △ △ △ △

8 管理者経歴書 参考様式3 △ △ △ △ △

9 相談支援専門員経歴書 参考様式3 △

10 児童発達支援管理責任者経歴書 参考様式3 △ △ △

11
実務経験証明書
（8, 9,10に該当する者で実務経験の
要件を必要とする場合）

参考様式4 △ △ △ △ △

12

研修修了証の写し
（9,10に該当する者で研修の修了が
必要な場合）※更新した場合は有効
期間内にあるもの

△ △ △ △ △

13

資格証の写し
（8, 9,10に該当する者で資格取得が
必要な場合及び看護師等の資格職
の場合）

△ △ △ △ △

14 運営規程 △ △ △ △ △

15
利用者（入所者）またはその家族から
の苦情を解決するために講ずる措置
の概要

参考様式6 △ △ △ △ △

16
従業者の勤務の体制及び勤務形態
一覧表

別紙2 ○ ○ ○ ○ ○

17 協力医療機関との契約内容 △ △ △

18
指定障害福祉サービスの主たる対象
者を特定する理由等
※障害種別を特定する場合

参考様式7 △ △ △ △ △

19
障害者総合支援法第36条第3項各号
の規定に該当しない旨の誓約書

参考様式8 ○

20
児童福祉法第21条の5の15第3項各
号の規定に該当しない旨の誓約書

参考様式8-2
○

※児を行わない
場合は不要

○ ○ ○ ○

21 暴力団員排除等に係る誓約書 ○※４ ○※４ ○※４ ○※４ ○※４

22 事業計画書 ○ ○ ○ ○ ○

23 収支予算書（更新日から1年間分） ○※５ ○※５ ○※５ ○※５ ○※５

24 指定更新申請書　添付書類確認書 ○※６ ○※６ ○※６ ○※６ ○※６

○・・・必須のもの、△・・・指定時及び変更届を提出した日以後に変更がない場合は省略可。

※１
※２
※３
※４
※５
※６

No.
保 育 所 等
訪 問 支 援

障 害 児
入 所 支 援

計 画 相 談
地 域 移 行
地 域 定 着
障害児相談支援

児 童 発 達
支 援

提出書類　※１
放 課 後 等
デ イ サ ー ビ ス

参考様式については，これに代わる書類の提出でも可。
多機能型事業所の場合は、サービスごとの付表に加えて付表6が必要。
「社会福祉施設等の新設に係る建築基準法の取扱いについて」（建築指導課交付）の写しを提出。
法人役員全員及び管理者の記名が必要。
指定更新時期により、更新日から1年分の収支予算を提出することが難しい場合、事前にご相談ください。
△の書類提出を省略する場合に必ず提出。

指定申請書1
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